
1

２０２１年１０月２５日

文部科学大臣

末松 信介 様

公益社団法人 全国人権教育研究協議会

代表理事  野口 誠也

同和教育を重要な柱とする人権教育の推進に関する要請

全国同和教育研究協議会は、被差別部落の子どもたちの保育・教育ならびに就職の機会

均等を完全に保障することを部落問題解決の最重要課題として位置づけ、部落問題をはじ

めとするあらゆる人権問題の解決をめざす教育の研究実践に取り組んできました。その取

組は、日本における人権教育の基底を築いてきたところです。その歴史を引き継ぐ私たち

全国人権教育研究協議会（以下、全人教）は、｢差別の現実から深く学び、生活を高め、未

来を保障する教育を確立しよう｣をテーマとして、すべての子どもたちの自己実現と社会参

画の保障に向けて研究実践に取り組んでいます。その公益性から、2009 年６月に一般社団

法人として、2011 年 12 月には公益社団法人として内閣府より認定を受けました。

人権政策の確立に向けて、2000 年に「人権教育および人権啓発の推進に関する法律」（人

権教育啓発推進法）が施行され、2002 年には「人権教育・啓発に関する基本計画」が策定

されました。これを受けて、貴省では、３次にわたって人権教育の指導方法等の在り方に

ついての「とりまとめ」を示し、その後も「人権教育の推進に関する取組状況調査」の実

施などを行いながら、全国に人権教育に関わる取組内容について提言されています。さら

に、「学校教育における人権教育調査研究協力者会議」を設置され、継続した人権教育の

取組の推進が図られています。人権教育の進展に取り組まれている貴省に改めて感謝と敬

意を表します。

しかしながら、部落差別をはじめとして社会的弱者への差別は依然として存在しており、

格差社会が進行する中で人権に関する様々な新たな課題もあらわれています。また学校や

家庭において、いじめ・児童虐待等子どものいのちと尊厳が脅かされる事態が生じるなど、

子どもの権利条約で示された「子どもの最善の利益」が守られていない状況があります。

私たちは、教育を受ける権利と教育の機会均等の保障、社会参加を通した子どもたちの

自己実現、人権を基盤とした学校づくり等々の取組が重要と考え、同和教育を重要な柱と

する人権教育を推進してきました。

2019 年末からの世界的な新型コロナウイルス感染状況については、人権に関して解決す

べきさまざまな課題が明らかにされました。

こうした状況をふまえて、教育諸課題の解決のために、下記の点について積極的な措置

を講じられますことを要請します。

記

Ⅰ 人権教育の推進に関して
１「部落差別の解消の推進に関する法律」（以下、部落差別解消推進法）第５条に基づい

た貴省の具体的な施策をお示しください。

２「人権教育及び人権啓発の推進に関する法律」第８条に基づく年次報告「人権教育啓発

白書」には学校教育における取組に関して、「人権教育の推進」と「道徳教育の推進」

について言及されており、人権教育も道徳教育も学校での教育活動全体で取り組むこと

とされています。さらに小学校・中学校においては、1958 年の学習指導要領から「道徳

の時間」が設定され、2018 年度小学校、2019 年度中学校で「特別の教科 道徳」として
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教科化されました。道徳教育と人権教育の関連についての文部科学省の見解を求めます。

３ 現行学習指導要領の「前文」には「持続可能な社会の創り手となる」と SDGs の視点が

盛り込まれています。特に、「目標４ すべての人々に包摂的かつ公平で質の高い教育を

提供し、生涯学習の機会を」や「目標５ ジェンダーの平等を達成し、すべての女性と女

児のエンパワーメントを図る」などの SDGs の取組を教育の場で具体化していくためには

人権教育としての取組が必要です。その具体化についてお示しください。

４ 「学校教育における人権教育調査研究協力者会議」の今後の在り方や課題について、

お示しください。

５ 人権教育研究推進事業「人権教育研究指定校・人権教育総合推進地域」等の予算措置

及び課題についてお示しください。

６ スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカーの配置を要請します。

（１）貧困や経済的格差の問題、育児・子育て不安などによる虐待や放棄などの問題が生

じていることから、すべての学校・園において、スクールソーシャルワーカーを配置し

てください。

（２） 虐待やいじめなどの問題によって精神的なケアを必要とする子どもたち、や発達障

害がある子どもたちや不登校の子どもたちのために、すべての学校・園において、スク

ールカウンセラーを常設配置してください。

７ 障害者差別解消法は「障害者の権利に関する条約」（障害者権利条約）の締結に伴う

国内法として制定・施行されました。障害者権利条約には「障害者が障害に基づいて一

般的な教育制度から排除されない」ことが規定されています。この教育制度について、

貴省は、インクルーシブ教育システムの構築として、特別支援学校も含めての「分けた

教育」を実施されています。さらに、特別支援学校の新設が続いたり入学者数が増加し

たりするなど、「分けた教育」が拡がっていると私たちは認識しています。これは、障

害者権利条約が示すインクルーシブ教育（障害者を包容するあらゆる段階の教育制度及

び生涯学習の確保）と概念を異にするものであることは、要請の度に伝えてきました。

  「障害者権利条約」が示すインクルーシブ教育の実現に向けて制度の改変を要請しま

す。

８ 2012 年の中央教育審議会報告「共生社会の形成に向けたインクルーシブ教育システム

構築のための特別支援教育の推進」の中にも「教職員への障害のある者の採用・人事配

置」の項で「学校においても、障害のある者が教職員という職業を選択することができ

るよう環境整備を進めていくことが必要である」「児童生徒等にとって、障害のある教

職員が身近にいることは、障害のある人に対する知識が深まるとともに、障害のある児

童生徒等にとってのロールモデルとなるなどの効果が期待される。このため特別支援学

校をはじめとする様々な学校においては、障害のある教職員が配置されるよう、採用や

人事配置について配慮する必要がある」との指摘があります。小・中・高等学校等にお

いて障害のある教職員の採用が増大することは、子どもたちの学びを深めていくことに

つながることが期待できます。学校における障害のある教職員の採用についての現状と

進捗状況をお教えください。

９ ハンセン病家族裁判の熊本地裁判決は文部大臣・文部科学大臣の責任について言及し

ています。この問題に関する文部科学省としての見解及び取組についてお示しください。

10 長らく、学級定数の引き下げを要請してまいりました。この度、新型コロナウイルス

に関わる状況における子どもたちの学習環境整備について施策検討をされたと思います。

学級定数引き下げについての今後の施策をお示しください。

11 義務教育費国庫負担制度を堅持し、当面国庫負担率２分の１への復元を図ってくださ

い。

12 全国すべての大学・短期大学・各種専修学校等に部落問題・人権問題を学習する講座

を設置するよう貴省の取組を要請します。特に、学校における人権教育推進のため、教

員養成系・教職課程を有する大学等については講座の設置とともに履修の推奨を求めま

す。
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13 公立高校に関して、下記の項目について要請します。

（１）経済的理由から私立学校に通うことができない状況にある子どもたちの進路保障の

ために、公立高校の増設と学級数の拡充及び制度の充実を図ってください。

（２）現在夜間定時制高校は、勤労青少年のみならず、不登校経験者や全日制高校からの

編転入学者、個別の支援を必要とする生徒、日本語指導の必要な生徒、経済的な困難を

抱えた生徒、中学校夜間学級を卒業した生徒など、様々な課題をもつ生徒が多数在籍し

ています。それらの生徒が、実際の就労経験を積み重ねながら徐々に「働く力」や「生

きる力」をつけていく場として大切な役割も果たしてきました。そのような定時制高校

の教育力を再評価し、より一層の環境整備や制度の拡充を図ってください。一律の基準

をもっての統廃合が行われている状況に対する対策を要請します。

（３）公立高校の入学試験において定員内の不合格者が今なお存在します。様々な困難を

抱えた子どもの学ぶ権利を保障する観点から、こうした定員内不合格がなくなるような

措置を要請します。

14 「全国学力・学習状況調査」に関して、下記の項目について要請します。

（１）本調査は 2007 年度より実施をされています。私たちは、本調査の「実施要領」に反

する調査結果の公開や目的外使用を認めないように求めてきました。調査結果の県単位、

自治体単位、さらには学校単位で公表されることが「序列化」を生み、各現場において

教育目標とは異なる各レベルでの点数評価による競争を招いています。これは貴省が企

図されている本調査の趣旨から大きく逸脱する異常な事態が続いていると言わざるを

えません。こうした事象が起きるのは、悉皆調査として実施されていることが比較を容

易にしていると言わざるをえません。調査の本来の趣旨からすれば、サンプリング調査

での実施が適切です。サンプリング調査での実施を要請します。

（２）本調査のオンラインでの実施が検討されています。その具体的な調査方法について

は、上記のような目的外の利用（各レベルでの調査結果の公表による序列化）がされる

ことのない調査方法での実施を要請します。

15 2016 年 12 月に「義務教育の段階における普通教育に相当する教育の機会の確保等に

関する法律」が制定されました。貴省は、公立中学校夜間学級に対する支援や設置促進

に向けた施策の検討のため「中学校夜間学級等に関する実態調査」をとりまとめ、義務

教育修了者（形式卒業者）の中学校夜間学級再入学を認めるように通知を出したり、公

立中学校夜間学級未設置県に設置促進を働きかけ、リーフレット「夜間中学のご案内」

を作成したりするなど、この間夜間中学について積極的に取り組まれていることに、感

謝と敬意を表します。

  しかしながら、全国には、さまざまな理由で中学校を卒業できず義務教育年齢を超え

た人が百数十万人いるといわれています。ボランティアらが運営する自主夜間中学校は、

識字教室や日本語学級を含めると全国に約 300 カ所あり、外国人を含む約 7400 人が学

んでいるといわれますが、いずれも厳しい財政状況や運営状況にあります。一方公立中

学校夜間学級については、貴省は各都道府県に少なくとも１校の設置を目途とされてい

ますが、今年度開校した高知県・徳島県を含めて 12都府県 36校にとどまっている状況

です。現状の認識及び今後の施策についてお示しください。

16 部落差別解消推進法は社会教育の分野においても施策の推進を国の責務としています。

これを受けての施策として、以下のことを要請します。

（１）同和教育を重要な柱とする人権教育を生涯学習体系の中に位置づけるための施策の

充実を要請します。

（２）成人基礎教育の充実に向けても、これまで私たちが取り組んできた識字活動や日本

語学級は人権確立に向けた重要な取組です。この間取り組まれてきた施策と今後の在

り方を明らかにしてください。

（３）教育集会所や公民館などの社会教育施設等を人権教育の拠点として積極的に活用し、

身近な人権問題の解決に資するために、社会教育における人権教育のいっそうの充実

を図ってください。
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Ⅱ 高等学校等就学支援金制度や奨学金制度等と高等教育無償化の漸進的導

入に関して
１ 日本は OECD 加盟国の中で高等教育の授業料が最も高額な国の一つである一方で、教育

支出の公費負担割合は諸外国と比べて著しく低いことが指摘されています。給与所得者

の平均給与が年々減少傾向にあるため、奨学金等の公的支援を必要とする家庭が年々増

加していますが、卒業後も非正規型就労の増加等もあって貸与型奨学金を返済できない

若者が増え、深刻な社会問題となっています。

  教育費の負担については、既に日本政府は「経済的、社会的及び文化的権利に関する

国際規約」（「社会権規約」）の第 13条２（ｂ－中等教育）及び（ｃ－高等教育）の適

用に当たり、これらの規定にいう「無償教育の漸進的導入」について拘束されない権利

の留保を 2012 年９月に撤回し、それに基づいて高等学校等授業料無償化の措置がとられ

てきました。（現在は高等学校等就学支援金制度に変更されています）しかし、高等教

育の漸進的無償化についての具体策は図られずに今日に至っています。

  「高等教育を受ける機会均等と無償教育の漸進的導入」を実現する具体的施策を明ら

かにされることを要請します。

２ 高等学校等就学支援金制度や後期中等教育・高等教育における奨学金制度等に関して

以下の項目について要請します。

（１）「高等学校等就学支援金」制度について、後期中等教育段階にあるすべての子ど

もたちの教育の機会均等を保障するために、朝鮮学校も含めたすべての学校を対象と

するよう要請します。また手続きの問題から、真にこの制度が必要な家庭が手続きを

行えなかったり、利用を断念したりするという事態が生じています。引き続き、手続

きの簡素化などの改善を要請します。

（２）後期中等教育・高等教育への無償教育の実施には、奨学金制度もすべてが給付制

であるべきです。すべての奨学金を給付制とすることについての見通しをお示しくだ

さい。

（３）日本学生支援機構が行う奨学金事業において新たに導入された「給付型奨学金制

度」は、各高等学校等から設定された推薦基準に基づいての申請を受けて支給される

制度となっており、その実施について現場から不満が多く聞かれましたが、申込資格

や選考基準が示され、改善が図られてきました。さらなる拡充を要請します。

Ⅲ 学校における色覚検査等に関して
全国の学校での定期健康診断で制度的に実施されてきた色覚検査は、色覚特性について

理解が進み、色覚検査で「異常」と判別される児童生徒でも、大半は学校生活に支障がな

いという認識のもと、差別や遺伝子に関わるプライバシーなど人権侵害につながる恐れも

あるとして、貴省は 2003 年に定期健康診断の必須項目から色覚検査を削除した改正規則を

施行し、以来学校で集団的に一律に色覚検査を行うことを廃止されました。

しかしながら、貴省は 2014 年４月に「希望者に対して個別に実施するもの」としつつ、

学校での色覚検査実施について「保健調査に色覚に関する項目を新たに追加するなど、よ

り積極的に保護者等への周知を図る必要がある」との通知を出し、2016 年度から任意検査

であるとしつつ、実施に踏みきり、事務連絡では校長名で全保護者に配布し回収する「検

査申込書」の書式まで示されました。

学校現場では、検査項目から色覚検査が削除された経緯や根拠の説明が十分に浸透して

いなかったため、色覚について指導や説明もないまま、通知に従って保護者へ「検査申込

書」を配布し、色覚検査の周知と受診への同意の誘導を通じて実質的に一律色覚検査を復

活させる事例が全国各地でみられています。学校で実施されている石原式検査表を使って

の検査は、スクリーニングテストに過ぎません。しかし、確定診断として扱われ差別や選

別に使われてきたという歴史があります。さらに、色覚特性が「異常」とされている人が、
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日本では男性の 20人に１人、女性の 200 人に１人いると言われていますが、日常生活でほ

とんど支障のない遺伝形質に対して「異常」と呼称することを問題視し、日本遺伝学会は

色覚特性の「異常」を「色覚多様性」と言い換えました。

これらのことに関して、下記の項目について要請します。

１ 学校における定期健康診断から除外されていた色覚検査が、保護者の希望と同意を前

提としながら再び学校での色覚検査を行うように通知した結果の現状について明らか

にしてください。

２ 色覚に差異があるかどうかは専門医による診断が必要であり、学校で専門的な知識や

技術をもたない教職員が「石原式検査表」を使って「診断」をすることは、色覚に差異

のある当事者に不安を持たせるだけでなく、周囲の子どもたちに色覚に対する偏見や差

別を生み出すものです。申込に対しての検査は、学校における色覚検査ではなく、直接

専門医による診断につなげる対応を要請します。

３ 貴省は「色覚に関する指導の資料」および「色覚問題に関する指導の手引き」などを

発行し、色覚特性についての理解に基づく学習の指導などについて現場へ啓発をされて

きました。また、日本学校保健会が「学校における色覚に関する資料」も発行されてい

ます。これらの資料では、「色覚異常」について言及されています。日本遺伝学会から

の提起を受けて「色覚多様性」など表現を改めも含めた資料の発行を要請します。

４ 色覚に対する正しい理解は、全ての子どもたちの学習課題です。児童生徒用の学習資

料の作成と現場への配付を要請します。

Ⅳ 「統一応募用紙」制定の趣旨徹底と公正な採用選考の実現に関して
全人教と全人教に加盟する各都府県市の人権教育研究団体は、新規高卒就職生徒の採

用選考後、「受験報告書」の取組を中心に採用選考に係る実態調査を行っていますが、

面接や提出書類にかかわる「統一応募用紙」趣旨違反が未だに後を絶ちません。このこ

とについて、以下の項目について要請します。

１ 高等学校新規卒業者の採用選考にあたって、「統一応募用紙」の使用とその趣旨を徹

底し、応募者の適性と能力に基づいた差別のない公正な採用選考が行われるように、関

係諸機関へ周知してください。

２ 「統一応募用紙」趣旨違反事例についての実態把握の現状をお示しください。

３ 全国のすべての高等学校で「統一応募用紙」制定の趣旨及び「就職差別につながるお

それがある 14事項」の内容について学習の機会が持てるように各都道府県の教育委員会

等の関係機関に働きかけるよう要請します。

４ LGBT 等をめぐる差別の問題は、人権教育の大きな課題ですが、公正採用選考の実現に

向けての大きな課題でもあります。男女雇用機会均等法第５条では性別を理由とする差

別は禁止されていますので、そもそも採用段階で性別は、理由が示されない限り問うて

はならないことです。2020 年、近畿高等学校統一用紙の履歴書においては、性別欄の削

除がなされました。さらに、JIS 規格の履歴書（性別欄有り）の様式例が削除されまし

た。また、性別欄については公立高校の受験願書から削除する自治体も増えてきていま

す。

公正採用選考の制度をつくってきた「統一応募用紙」の中に今も性別欄が残されてい

ます。これまでの要請の中で、2005 年の保護者欄の削除以降、統一応募用紙についての

検討が貴省・厚生労働省・全国高等学校長協会においてなされていないとの回答があり

ましたが、３者による「統一応募用紙」改訂の検討を要請します。

５ 大学・短大・各種専修学校の学卒者の就職・採用選考にあたって、エントリーシート

（ES）において「統一応募用紙」の趣旨に違反する質問があるなど、本人の資質や能力

と関係のない形式的理由等によって差別を受けることがないように、応募書類の形式や

内容などについて公正な採用選考手続きが行われるよう関係機関に周知してください。

  大学・短大・各種専修学校の学卒者の就職選考において、「新規大学等卒業予定者

用標準的事項の参考例」の応募用紙がありますが、「統一用紙」とはされていません。
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それが ES などを生みだすことにもつながっています。また、大学・短大・各種専修学

校の学卒者に関しては、大阪府労働部が一部「受験報告書」の取組を実施されています

が、こうした取組を広げていくよう、関係機関・団体との連携や指導を要請します。

  厚生労働省が発行している「公正な採用選考をめざして」の中の「就職差別につなが

るおそれがある 14 事項」は、大学等の学卒者の採用選考の際にも守られなければなら

ないものです。まずは、学生が知る機会を保障することが大切だと思われます。そうし

た機会を保障する取組を貴省から大学等に働きかけてください。

Ⅴ 大学・短大・各種専修学校等の入学手続き等について
１ 大学・短大・各種専修学校等の入学願書、入学手続き書類等の中には、本籍の記載、

親の有無、保護者の職業や年収、財産、宗教など差別選考につながる事項の記入を求め

たり、戸籍謄（抄）本の提出を求めたりするところなど、人権について無理解・無自覚

なものが存在します。また入試時の面接においても不適正な質問が行われている実態が

報告されています。最近では出願前にアンケートで実質的な事前審査が行われたり、事

前に面接を行う学校が存在したりするとの報告があります。

このような大学･短大･各種専修学校等における入学試験等に係る問題事例等につい

て、貴省では、どのように把握されているのかを明らかにされ、関係機関に対しその根

絶に向けた取組を働きかけていただきますよう要請します。

２ ある専門学校の入試要項では「６月１日より ES 受付、８月１日より出願」となって

いますが、６月１日の ES 受付後に随時面接を実施し、合格者を決定していたことが問

い合わせで判明しました。そして当該地域ではこうした事前選考が当たり前という回答

でした。出願日を順守するよう申し合わせた地域から、生徒が申し合わせ事項を守って

出願しようとしたときには既に定数が充足しており、受験が締め切られていたという事

例がありました。こうした選抜方法及び６月からの選考を実施している学校は全国に複

数校あるため、正式な手続きで受験しようした生徒の受験の機会が奪われることになり

ます。また、ES受付後、生徒が出願の際に合格通知が出ていないにもかかわらず受験資

格として、入学金の支払いを求められた事例もあります。

こうした入試要項と実態が異なる事例の実態把握と入試要項に沿った公正な試験を

実施するよう是正指導を要請します。

３ 学校推薦型選抜における学校推薦書において、「生徒の努力を要する点、特に配慮を

要する点についての記載を求める項」については、実施要項において削除されることを

要請します。

  昨年度の推薦入試に係る学校推薦書に「生徒の努力を要する点」などの記述を求めて

いた大学があり、推薦段階において、推薦書に「生徒の努力を要する点」等の記載が求

められることは、その記述が合否判定材料になるのではないかという懸念を入学希望者

及び高等学校に生じさせていたことから、こうした記述を学校推薦書に求めることは高

大連携の趣旨から考えて不必要な項目であり、大学入学者選抜実施要項からの削除を要

請しました。しかし、「令和４年度大学入学者選抜実施要項について（通知）」におい

ても削除されていませんでした。

この項目については高大連携の充実の趣旨からも不必要と思われます。さらに、「出

願時に提出された個人情報については、合否判定以外には使用しません」という趣旨を

示す大学等の募集要項があるなかで、学校推薦書において「生徒の努力を要する点」の

記載を求めることは、記載されたことも合否判定の情報とするということにつながりか

ねず、高校側として記載を求められる意図が理解できないものとなっています。

以上の理由により、この事項の「実施要項」からの削除を要請します。

          以 上


